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４ 石油コンビナート等の大規模な災害時に係る防災対策の充実

強化等について（通知） 

                                   平成25年3月28日 

消防特第4 7号 

                                  消防庁特殊災害室長  

  

東日本大震災及びその後において発生した石油コンビナート災害では、大規模な爆発、火災の延焼等

により、当該事業所の敷地外、更には石油コンビナート等特別防災区域の外部にまで影響が及ぶ事案も発

生しており、これに対処するための情報収集・伝達、事業者等による即応体制、事故現場での安全管理、

住民避難等において課題が見られたところです。 

これらのことを踏まえ、消防庁では、平成２４年７月から「石油コンビナート等防災体制検討会」（以

下「防災体制検討会」という。）及び「石油コンビナート等における災害時の影響評価等に係る調査研究

会」（以下「調査研究会」という。）を開催し、このたび、別添概要（別紙１、２）のとおり報告書をとり

まとめました。 

本報告書を受けて、石油コンビナート等の大規模な災害に係る防災対策の充実強化等を図るため、下

記のとおり「石油コンビナートの防災アセスメント指針」（平成１３年３月１９日付け消防特第４０号）

を一部改定するとともに、対策推進上の留意点等を取りまとめましたので通知します。 

我が国においては、南海トラフ巨大地震、首都直下地震等の発生が懸念される中、人命安全の確保、

エネルギーや産業基盤の強靱化、社会的機能の維持が急務であり、石油コンビナート防災の抜本的な強化

が必要と考えられるところです。このことを踏まえ、関係各道府県におかれては、石油コンビナート等防

災本部を中心とする管内の防災対策を推進するとともに、特定事業者に対し適切なご指導をお願いいたし

ます。また、貴道府県内の関係市町村（消防の事務を処理する一部事務組合等を含む。）に対しても周知

されるようお願いいたします。 

なお、本通知は、消防組織法（昭和２２年法律第２２６号）第３７条の規定に基づく助言として発出

するものであることを申し添えます。 

記 

１ 石油コンビナートの防災アセスメント指針の一部改定について 

「石油コンビナートの防災アセスメント指針」（平成１３年３月１９日付け消防特第４０号）を別添冊

子のとおり改定したこと（個別の改定事項については、別紙３「防災アセスメント指針改定の概要」を

参照）。 

＜主な改定内容＞ 

（１）災害シナリオ等 

① 地震･津波の想定に関するアセスメント上の考え方を整理（最大クラスの地震･津波に関する最新

の知見を反映、地域防災計画上の想定と整合等） 

② 東日本大震災における石油コンビナートの津波被害を踏まえ、津波による災害シナリオを追加。

また、地震に伴う液状化やスロッシングの影響によるタンク等の被害シナリオを刷新 

③ 東日本大震災における高圧ガスタンク爆発火災を踏まえ、ＢＬＥＶＥ＊による災害シナリオを追

加 

＊火災により加圧液化ガスの容器・貯槽が熱せられ、大気圧下での沸点より高い温度まで過熱し内

圧が高まった状態で、容器・貯槽が破損して圧力が急激に下がり、内容液が突沸して爆発的に蒸

発する現象。 

④ 防油堤外や海上流出等を伴う災害拡大シナリオを追加 

⑤ 東日本大震災やその後の爆発火災、海上流出事故等を踏まえ、災害発生危険度は相対的に小さい

が災害影響度が周辺地域にも及ぶような大規模災害については、災害影響度を推定（定性的評価を

含む。）して防災対策上考慮すべき対象として追加 

（２）災害の評価手法 

① 災害シナリオの追加等に伴う災害発生危険度･災害影響度に関する評価手法を追加･刷新。また、
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定量的評価が技術的に難しい事象についても、防災対策上の参考として定性的な評価方法等を追加 

② 東日本大震災による被害状況、国内外の知見を踏まえ、災害発生危険度･災害影響度の推定に関

する算定式や指標等の追加･刷新等を実施 

（３）災害想定に基づく応急対策上の留意事項 

① 災害想定の結果を活用し、地震･津波による電源や水源の機能喪失等への対処を含め、緊急停止

に係る安全性向上の考え方を追加 

② 大規模災害のシナリオを基に、従業者や周辺住民への情報伝達、避難誘導等の考え方を追加 

２ 石油コンビナート防災対策の充実強化等に係る取組事項について 

上記１による防災アセスメント指針の一部改定、防災体制検討会及び調査研究会の報告書における提

言等（別紙１、２）を踏まえ、石油コンビナート防災に携わる関係者にあっては、それぞれの防災対策

の充実強化等を図ることが必要であること。特に、次の点については、速やかに取組みを進めることが

重要であること。 

○ 関係道府県の石油コンビナート等防災本部においては、消防庁におけるアセスメント指針の改定を

踏まえ、石油コンビナート等防災計画の災害想定を見直し、災害予防対策及び応急対策計画、石油

コンビナート周辺住民の避難計画等へ反映していくこと。 

○ 特定事業者においては、調査研究会で取りまとめられた特定防災施設等の地震による影響評価マニ

ュアル、地震及び津波による特定防災施設等の被害の防止又は軽減策、応急措置又は代替措置の例

示等を活用し、特定防災施設等の地震対策及び津波対策を実施すること。また、設備の緊急停止に

係る安全上の留意事項を踏まえ、緊急停止を行う際に設備が安全に停止できるように対応を検討す

ること。 

なお、本影響評価マニュアルは、影響評価の具体的な手順を示し、その中で条件設定等を変更す

ることで、施設の代表的な形状・仕様を前提とした評価結果を示すものであること。もとより、本

影響評価マニュアルによらず、特定事業者が、別途、詳細な評価を行うことを妨げるものではない

ことに留意されたいこと。 

○ 石油コンビナート等の管轄消防本部においては、本検討結果を、石油コンビナート災害が発生した

際の消防活動、特定事業所が実施する地震対策及び津波対策を指導する際に活用すること。 

 

※報告書の全文は、消防庁ホームページでご覧いただけます。 

「石油コンビナート等防災体制検討会報告書（平成２５年３月）」 

（http://www.fdma.go.jp/neuter/about/shingi_kento/h24/sekiyu_bousaitaisei/index.html） 

「石油コンビナート等における災害時の影響評価等に係る調査研究会報告書（平成２５年３月）」 

（http://www.fdma.go.jp/neuter/about/shingi_kento/h24/sekiyu_eikyohyoka/index.html） 
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計測 

震度 

震度 

階級 
人間 屋内の状況 屋外の状況 木造建物 鉄筋コンクリート建造物 地盤・斜面 

 
０ 

人は揺れを感じないが、
地震計には記録される。 

     

１ 
屋内で静かにしている人
の中には、揺れをわずか
に感じる人がいる。 

     

２ 

屋内で静かにしている人
の大半が、揺れを感じ
る。眠っている人の中に
は、目を覚ます人もいる｡ 

電灯などのつり下げ
物が、わずかに揺れ
る。 

    

３ 

屋内にいる人のほとんど
が、揺れを感じる。歩い
ている人の中には、揺れ
を感じる人もいる。眠っ
ている人の大半が、目を
覚ます。 

棚にある食器類が音
を立てることがあ
る。 

電線が少し揺れる。    

４ 

 

ほとんどの人が驚く。歩
いている人のほとんど
が、揺れを感じる。眠っ
ている人のほとんどが、
目を覚ます。 

電灯などのつり下げ物は
大きく揺れ､棚にある食
器類は音を立てる。座り
の悪い置物が、倒れるこ
とがある。 

電線が大きく揺れる。自動車
を運転していて、揺れに気付
く人がいる。 

   

５弱 
大半の人が、恐怖を覚
え、物につかまりたいと
感じる。 

電灯などのつり下げ物は
激しく揺れ､棚にある食
器類、書棚の本が落ちる
ことがある。座りの悪い
置物の大半が倒れる。固
定していない家具が移動
することがあり、不安定
なものは倒れることがあ
る。 

まれに窓ガラスが割れて落ち
ることがある。電柱が揺れる
のがわかる。道路に被害が生
じることがある｡ 

耐震性が低い 
壁などに軽微なひび割れ・亀
裂がみられることがある。 

 
地盤の状況 
亀裂や液状化
が生じること
がある。 
 
斜面等の状況 
落石やがけ崩
れが発生する
ことがある。 

５強 

大半の人が、物につかま
らないと歩くことが難し
いなど、行動に支障を感
じる。 

棚にある食器類や書
棚の本で、落ちるも
のが多くなる。テレ
ビが台から落ちるこ
とがある。固定して
いない家具が倒れる
ことがある。 

窓ガラスが割れて落ちることが
ある。補強されていないブロッ
ク塀が崩れることがある。据付
けが不十分な自動販売機が倒れ
ることがある。自動車の運転が
困難となり、停止する車もあ
る。 

耐震性が低い 
壁などにひび割れ・亀裂がみ
られることがある。 

耐震性が低い 
壁、梁（はり）、柱などの部材に、ひび
割れ・亀裂が入ることがある。 

６弱 
立っていることが困難に
なる。 

固定していない家具
の大半が移動し、倒
れるものもある｡ドア
が開かなくなること
がある｡ 

壁のタイルや窓ガラスが破
損、落下することがある。 

耐震性が高い 
壁などに軽微なひび割れ・亀裂
がみられることがある。 
 
耐震性が低い 
壁などのひび割れ・亀裂が多く
なる。壁などに大きなひび割
れ・亀裂が入ることがある。 
瓦が落下したり、建物が傾いた
りすることがある。倒れるもの
もある。 

耐震性が高い 
壁、梁（はり）、柱などの部材に、ひび
割れ・亀裂が入ることがある。 
 
耐震性が低い 
壁、梁（はり）、柱などの部材に、ひび
割れ・亀裂が多くなる。 

地盤の状況 
地割れが生じ
ることがあ
る。 
 
斜面等の状況 
がけ崩れや地
すべりが発生
することがあ
る。 

６強 

立っていることができ
ず、はわないと動くこと
ができない。 揺れにほん
ろうされ、動くこともで
きず、飛ばされることも
ある。 

固定していない家具
のほとんどが移動
し、倒れるものが多
くなる。 

壁のタイルや窓ガラスが破
損、落下する建物が多くな
る。補強されていないブロッ
ク塀のほとんどが崩れる。 

耐震性が高い 
壁などにひび割れ・亀裂がみ
られることがある。 
 
耐震性が低い 
壁などに大きなひび割れ・亀裂
が入るものが多くなる。傾くも
のや、倒れるものが多くなる。 

耐震性が高い 
壁、梁（はり）、柱などの部材に、ひび
割れ・亀裂が多くなる。 
 
耐震性が低い 
壁、梁（はり）、柱などの部材に、斜め
やX状のひび割れ・亀裂がみられること
がある。１階あるいは中間階の柱が崩
れ、倒れるものがある。 

地盤の状況 
大きな地割れ
が生じること
がある。 
 
斜面等の状況 
がけ崩れが多
発し、大規模
な地すべりや
山体の崩壊が
発生すること
がある。 

７ 

固定していない家具

のほとんどが移動し

たり倒れたりし、飛

ぶこともある｡ 

壁のタイルや窓ガラスが破

損､落下する建物がさらに多

くなる。補強されているブロ

ック塀も破損するものがあ

る。 

耐震性が高い 

壁などのひび割れ・亀裂が多く

なる。まれに傾くことがある。 

 

耐震性が低い 

傾くものや、倒れるものがさら

に多くなる。 

 

耐震性が高い 

壁、梁（はり）、柱などの部材に、ひび

割れ・亀裂がさらに多くなる。1 階ある

いは中間階が変形し、まれに傾くものが

ある。 

 

耐震性が低い 

壁、梁（はり）、柱などの部材に、斜め

や X 状のひび割れ・亀裂が多くなる。

１階あるいは中間階の柱が崩れ、倒れる

ものが多くなる。 

ライフライン・インフラ等への影響 

ガス供給の停止 
安全装置のあるガスメーター（マイコンメーター）では震度５弱程度以上の揺れで遮断装置が作動し、ガスの供給を停止する。 さらに揺れが強い場合に

は、安全のため地域ブロック単位でガス供給が止まることがある。 

断水、停電の発生 震度５弱程度以上の揺れがあった地域では、断水、停電が発生することがある。 

鉄道の停止、高速道路の

規制等 

震度４程度以上の揺れがあった場合には、鉄道、高速道路などで、安全確認のため、運転見合わせ、速度規制、通行規制が、各事業者の判断によって行われ

る。（安全確認のための基準は、事業者や地域によって異なる。） 

電話等通信の障害 

地震災害の発生時、揺れの強い地域やその周辺の地域において、電話・インターネット等による安否確認、見舞い、問合せが増加し、電話等がつながりにく

い状況（ふくそう）が起こることがある。そのための対策として、震度６弱程度以上の揺れがあった地震などの災害の発生時に、通信事業者により災害用伝

言ダイヤルや災害用伝言板などの提供が行われる。 

エレベーターの停止 
地震管制装置付きのエレベーターは、震度５弱程度以上の揺れがあった場合、安全のため自動停止する。運転再開には、安全確認などのため、時間がかかる

ことがある。 

※ 震度６強程度以上の揺れとなる地震があった場合には、広い地域で、ガス、水道、電気の供給が停止

することがある。 

５ 気象庁震度階級関連解説表 

０．５ 

１．５ 

２．５ 

３．５ 

４．５ 

５．０ 

５．５ 

６．０ 

６．５ 
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６ 東海地震に係る警戒宣言発令時の 

特定事業所の対応について 
 

１ 経  過 

  千葉県石油コンビナート等特別防災区域の防災対策は、石油コンビナート等災害防止法（昭和51年６

月施行）の規定による千葉県石油コンビナート等防災計画により対処している。 

  その後、大規模地震対策特別措置法が昭和53年に施行されたことにより、静岡県を中心とする170市

町村が、地震防災対策強化地域として指定され強化地域内に存在する特定事業所等については、「地震

防災応急計画」の作成が義務付けられた。 

  千葉県は強化地域に指定されていないが、強化地域に隣接しており、また千葉県石油コンビナート等

特別防災区域においては、大量の危険物を貯蔵・取扱っていることから、地震災害の未然防止に対し

て積極的な防災対策を講ずる必要があるため、昭和56年度に千葉県石油コンビナート等防災計画の一

部修正を実施し、東海地震に関する地震防災対策について、強化地域に準じた対策を講ずる旨を規定

し、特定事業所に対し地震防災応急対策の策定を義務付けた。 

  また、応急対策の起点であった東海地震に係る判定会召集については、平成15年12月25日付気象庁通

達により東海地震注意情報に改めた。 

  その結果、特定事業所が策定した地震防災応急対策の概要は、次のとおりである。 

 

 

２ 警戒宣言発令に伴う特定事業所の地震防災応急対策の概要について 

  特定事業所の策定している地震防災応急対策の内容は次のとおりである。 

  (1) 警戒宣言発令時の操業方針 

   ア 操業を停止する事業所         

       （内訳）(ｱ) 油 槽 所     (ｲ) 石油化学業      

           (ｳ) 鉄 鋼 業      (ｴ) そ の 他      

   イ 操業を継続する事業所         

       （内訳）(ｱ) 電 気 業     (ｲ) ガ ス 業       

 （2）業種別対応措置の概要 

   ア 油 槽 所 

     （船舶から受入れた石油・高圧ガス等を屋外貯蔵タンクに備蓄し、ローリー等で出荷する業種） 

     (ｱ) 操業はすべて停止する。（操業停止に要する時間10分） 

     (ｲ) 船舶からの入出荷作業は、中止し港長等の指示により離桟する。 

     (ｳ) ローリーの入出荷作業は中止し、構内、その他の安全な場所に待機させる。 

     (ｴ) 同品種でかつ近接する屋外貯蔵タンクの間においては、バルブ操作等によりタンク液面レ

ベルの均等化を図る。 

     (ｵ) 夜間は操業していないが、東海地震注意情報覚知後は、地震警戒を強化するため、保安要

員を確保する。 

   イ 石油化学業 

     （石油精製業、石油化学業、無機化学業、油脂製造業等の業態であり、主にプラントにより危

険物を取扱う業種。） 

     (ｱ) 製造施設は操業を停止する。 

     (ｲ) 入出荷作業は、油槽所と同じく、必要な安全措置を実施後、中止する。 

     (ｳ) 防災上必要な用役設備は、可能な限り、運転を継続する。 

   ウ 鉄 鋼 業 

     （炉等により、鉄鋼、コークス及び非鉄金属を形成、加工する業種。） 

     (ｱ) 操業は停止する。ただし、高炉、コークス炉及び電解炉は休止状態とする。 

     (ｲ) 製品、原料及び危険物の入出荷作業は停止する。 
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     (ｳ) 従業員が多いため、停止措置を完了しだい段階的に帰宅させ、最終的には、地震発生時に

必要な従業員により警戒体制をとる。 

   エ 電 気 業 

     （電力を供給する業種） 

     電力は、民生安定、地震災害予防及び災害復旧対策をはじめとするすべての活動の基礎となる

ため、警戒宣言発令時においても、操業を継続し電力の供給確保を基本とする。 

     (ｱ) 東海地震注意情報覚知後、ただちに地震防災組織を設置し、防災体制下で操業を継続する。 

     (ｲ) 船舶からの揚油、揚ガス作業は、原則として中止する。 

     (ｳ) 発電以外の作業はすべて中止する。 

   オ ガ ス 業 

     （都市ガス、発電用燃料ガス及び保安用ガスを製造、供給する業種） 

     都市ガス、発電用燃料ガス及び保安用ガスは民生安定、発電用及び保安用に必要となるため警

戒宣言発令時においても操業を継続し、供給確保を基本とする。 

     (ｱ) 東海地震注意情報覚知後、直ちに地震防災組織を設置し、防災体制下で操業を継続する。 

     (ｲ) ＬＮＧ、ＬＰＧの船舶及びローリー車での出荷作業は中止する。 

   カ そ の 他 

     （上記５業種以外の業種。電気機器製造業、土石製造業等） 

     (ｱ) 操業はすべて停止する。 
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７ 東海地震に係る地震防災対策強化地域 

（平成２４年４月１日現在の市町村一覧） 

東 京 都 新島村、神津島村、三宅村 

神奈川県 

平塚市、小田原市、茅ケ崎市、秦野市、厚木市、伊勢原市、海老名市、南足柄市、  

寒川町、大磯町、二宮町、中井町、大井町、松田町、山北町、開成町、箱根町、   

真鶴町、湯河原町 

山 梨 県 

甲府市、富士吉田市、都留市、山梨市、大月市、韮崎市、南アルプス市、北杜市、  

甲斐市、笛吹市、上野原市、甲州市、中央市、市川三郷町、早川町、身延町、南部町、

富士川町、昭和町、道志村、西桂町、忍野村、山中湖村、鳴沢村、富士河口湖町 

長 野 県 

岡谷市、飯田市、諏訪市、伊那市、駒ヶ根市、茅野市、下諏訪町、富士見町、原村、 

辰野町、箕輪町、飯島町、南箕輪村、中川村、宮田村、松川町、高森町、阿南町、  

阿智村、下條村、天龍村、泰阜村、喬木村、豊丘村、大鹿村 

岐 阜 県 中津川市 

静 岡 県 

( 全 域 ) 

静岡市、浜松市、沼津市、熱海市、三島市、富士宮市、伊東市、島田市、富士市、  

磐田市、焼津市、掛川市、藤枝市、御殿場市、袋井市、下田市、裾野市、湖西市、  

伊豆市、御前崎市、菊川市、伊豆の国市、牧之原市、東伊豆町、河津町、南伊豆町、 

松崎町、西伊豆町、函南町、清水町、長泉町、小山町、吉田町、川根本町、森町 

愛 知 県 

名古屋市、豊橋市、岡崎市、半田市、豊川市、津島市、碧南市、刈谷市、豊田市、  

安城市、西尾市、蒲郡市、常滑市、新城市、東海市、大府市、知多市、知立市、   

高浜市、豊明市、日進市、田原市、愛西市、弥富市、みよし市、あま市、東郷町、  

長久手市、大治町、蟹江町、飛島村、阿久比町、東浦町、南知多町、美浜町、武豊町、

幸田町、設楽町、東栄町 

三 重 県 
伊勢市、桑名市、尾鷲市、鳥羽市、熊野市、志摩市、木曽岬町、大紀町、南伊勢町、 

紀北町 
 
※ 平成２４年４月１日現在 １都７県１５７市町村 

 

 

 



図1（左上） 地震被害想定のホームページトップページ
図2（右上） 表示イメージ①（東京湾口１０ｍ 施設無し）
図3（右下） 表示イメージ②（元禄地震 施設無し）

地震被害想定のホームページは以下のURLからアクセスできます。
Http://keihatsu.bousai.pref.chiba.jg.jp/higaisoutei/map/tsunami/index.html

８ 津波浸水予測図（地震被害想定のホームページより確認できます）
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図1（左上） 地震被害想定のホームページトップページ
図2（右上） 表示イメージ①（震度５強 直下地震）
図3（右下） 表示イメージ②（震度５強 巨大地震）

地震被害想定のホームページは以下のURLからアクセスできます。
Http://keihatsu.bousai.pref.chiba.jg.jp/higaisoutei/map/liquefaction/index.html

９ 液状化しやすさマップ（地震被害想定のホームページより確認できます）
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